
連結貸借対照表
(平成22年 3月 31日 現在 )

目科 額金 目科 額金

流

(資 産 の 部 )

動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

定 資 産

有形固定資産

建 物 ・ 構 築 物

機械=運搬具・工具器具備品

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

他

回

地

他

金
河
ワTal貸

百万円

33,176

533

20,227

5,156

356

4,154

2,880

∠【  132

17,171

16,349

2,068

2,074

12,174

31

126

696

256

858

351

∠＼  769

流

(負 債 の 部)

動 負 債

支払手形・工事未払金等

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

完成工事補償引当金

工 事 損 失 引 当 金

賞 与 BI 当 金

定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ   の   他

固

他

百万円

38,500

22,857

10,665

118

3,032

243

236

388

959

3,498

3,469

29

負 債 合 計 41,998

(純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資  本  金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価 =換算差額等

その他有価証券評価差額金

8,337

2,000

1,550

4,806

19

12

12

純 資 産 合 計 8,349

資 産 合 計 50,348 負債純資産合計 50,348

(注)金額は百万円未満を切 り捨てて表示 しております。



連結損益計算書

(辛践うう年台月∴目蜜ネ)
目科 額金

高

亘

局

　

価

価

価

　

益

益

益

　

益

　

息

金

息

料

他

自
］

シンジケー トローン組成費用

他

益

　

益

額

他

　

損

損

失

費

他

益

税

益

却

入

　

　

却

却

利

益

売

戻

　

失

売

除

損

利
産
鶏
の損
産
産

常

　

資

―

　

　

資

資

損

Ｆ
ワ

別

定

倒

　

別

定

定

経

　

固

貸

そ

　

固

固

減

固

そ

税

法

当

上

原

一鼠

事

上

売

捕

原

蜘

鋼

嚇

鱒

鱗

縛

費

凹

等

事

ト

ー

益

‐↓

等

理

不

　

不

工

売

業

原

工

売

業

禾

事

上

響

一般管

業

脚

取

事

上

成

品

産

　

　

´
事

総

工

売

動

上

成

品

産

　

　

　

産

び

動

生

成

品

動

懃

　

業

当

禾

貸

　

用

‐↓

延
　
　
　
　
禾

配

　

賃

の

費

取］地　外払
業

完

製

不

　

一死
製

不

　

一死
製

不

売

営

　

受

受

受

土

そ

支

そ

冗

士冗

π

販

営

営

特

特

百万円

50,633

20,792

162

百万円

71,589

63,138

46,582

16,431

124

4,051

4,361

38 8,451

4,365

2

6

36

17

14

4,085

78

458

284

123

50

7

8

3

3,705

19

864

１

　

８

　

９

　

０

　

３

８

　

６

　

５

９
，

3,361

77

3,283

(注)金額は百万円未満を切 り捨てて表示 しております①



連結株主資本等変動計算書

(辛践うち辱台月∴目蜜ネ)
(単位 :百万円)

株 主 資 木

資 本 金 資本乗1余金 利益剰余金 自 己株 式 株主資本合計
平成21年 3月 31日残高 2,000 1,550 1,523 △ 18 5,054

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

∠【0

8,288

△ 0

0

3,283

△ 0

0

連結会計年度中の変動額合計 ∠＼0 3.283 △ 0 3,282

平成22年 3月 31日残高 2,000 1,550 4,806 △ 19 8,337

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成21年 3月 31日残高 10 10 5,065

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

3,283

△0

0

1

連結会計年度中の変動額合計 1 1 3,284

平成22年 3月 31日残高
９

留

９

， 8,349

(注)金額は百万円未満を切 り捨てて表示しております。



連 結 注 記 表

I.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
1.連結の範囲に関する事項
(1)連結子会社の状況
連結子会社の数     7社

当連結会計年度において連結子会社の株式売去「

により1社、清算結了により2社減少しており
ま
荏焔ェ業株式会ネ上連結子会社の名称    新
其会社水戸プロパティー株ゴ
エスティ建材株式会社
エス・ティ・サービス株式会社

やまびこ工業株式会社

みちのく工業株式会社
/グ株式会社中外エンジニアリさ

(2)非連結子会社の状
翠

該当ありません。
2.持 分法の適用に関する事項

持分法適用の会社はありません。

持分法非適用の非連結子会社

該当ありません。

持分法非適用の関連会社の名称

ガルフシールエ業株式会社

能登アスコン株式会社

持分法非適用の関連会社の過去 5年間における平均の当期純損益のうち持分
に見合 う額及び利益剰余金のうち持分に見合 う額等のそれぞれの合計額は、
いずれも僅少であり、連結計算書類に重要な影響を及ばしておりません。

3.連結子会社の事業年度等に関する事項
連結決算期と一致しております。

4.会 計処理基準に関する事項
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの 一 決算 日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売去「原価は

移動平均法により算定 )

時価のないもの … 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出

壱原価法 (連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切個別法によ
2ょり算定)下げの方法に

材料貯蔵品

移動平均法による原価法 (連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定)

(3)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によつております。ただし、平①

       日以降の新規取得の建物 (建物附属設備を除く)については、成10年 4月 1
,ております。定額法によっ

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

構 築 物 … 7～ 50年建 物 ・

機械・運搬具・工具器具備品 …・ 5-7ι手



無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によつております。

なお、自社利用のノフ トウエアについては、社内における利用可能期間

(5年)に基づく定額法によつております。
所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年 8月 31日 以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4)引 当金の計上基準

① 貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

完成工事補償引当金は、完成工事のかし担保等の費用に充てるため、当連

結会計年度及び過年度の実績率を基礎に将来の支出見込みを勘案して計上

しております。
工事損失引当金は、工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末における工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。

賞与引当金は、当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上することと

しております。

退職給付引当金は、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異 (1,769

百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数 (13年)に よる定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数 (10年 )に よる定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費用処理
しております。
<会計方針の変更>
当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正 (そ の

3)」 (企業会計基準第19号 平成20年 7月 31日 )を適用しております。
なお、これによる損益に与える影響はありません。

(5)収益及び費用の計上基準

(完成工事高の計上基準)

当連結会計年度に着手した工事契約から当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準 (工事の

進捗度の見積 りは、施工面積等に基づく予算原価比例法)を、その他の工
事については工事完成基準を適用しております。
<会計方針の変更>
請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」 (企業会計基準第15号 平
成19年 12月 27日 )及び 「工事契約に関する会計基準の適用指針」 (企業会
計基準適用指針第18号 平成19年 12月 27日 )を 当連結会計年度より適用し
ております。

なお、当連結会計年度においては工事進行基準の適用要件を満たす工事契

約が存在しないため、損益に与える影響はありません。

その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によつております。
(2)連結納税制度を適用しております。
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。

②

③

②

③

　

④

　

⑤

5.

6.



Ⅱ.連 結貸借対照表に関する注記
1.有形固定資産の減価償却累計額             18,266百 万円
2.担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産     建     物     752百 万円

土     地    9,548百万円
② 担保に係る債務        短 期 借 入 金    10,665百万円
3.保証債務                          5百 万円
4.破産更生債権等と貸倒引当金の直接減額表示
債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該引当金
(当連結会計年度末21,845百万円)を債権から直接減額しております。

Ⅲ.連結株主資本等変動計算書に関する注記
1.当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式総数

普通株式                   128,972,037株
A種優先株式                  6,000,000株
B種優先株式                  11,800,000株

2.当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式                     196,979株

Ⅳ.金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。
受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理を持って
リスク低減を図つております。短期貸付金は、主に東急グループ全体で統合管
理するキャッシュマネジメントシステムに係るものであります。また、投資有
価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行つてお
ります。
短期借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項
平成22年 3月 31日 (当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価
及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位 :百万円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
現金預金 533

受取手形・完成工事未収入金等 20,227 20,227

短期貸付金 4,154 4,154

投資有価証券

支払手形・工事未払金等 (22,857) (22,857)

短期借入金 (10,655) (10,655)

※ 負債に計上されているものについては ( )で示しております。
(注 1)金 融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1)現金預金、受取手形・完成工事未収入金等並びに短期貸付金は、全て
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によつております。
(2)投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によつております。
(3)支払手形・工事未払金等並びに短期借入金は、全て短期間で決済され
るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。



(注 2)非 上場株式 (連結貸借対照表計上額208百万円)は、市場価格がなく、
かつ将来キャンシユ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが困難と認められるため「投資有価証券」には含めており

ません。
<追加情報>
当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準第10号

平成20年 3月 10日 )及び 「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
(企業会計基準適用指針第19号 平成20年 3月 10日 )を適用しております。

V.1株 当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額                    △4円 27銭

1株当たり当期純利益                   22円 48銭

1株当たり純資産額は、期末純資産額から優先株式の払込金額8,900百万円を控除し
た、普通株式に係る期末純資産額を普通株式の期末発行済株式教 (自 己株式を控除し

た株式数)で除して算出しております。

Ⅵ .その他の注記
(1)減損損失に関する注記
以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。

(単位 :百万円)

用  途 種 類 場 所 金 額
事業用資産 建物・構築物、機械・運搬具・工具器具備品、土地等 神奈川県他 269

当社グループは、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね

独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピン

グを行いました。営業損益が継続的にマイナスになるなど、当連結会計年度に

おいて収益性が著しく低下した資産または資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額269百万円を減損損失として特別損失に

計上しております。

その内訳は、建物・構築物97百万円、機械・運搬具・工具器具備品44百万円、
土地114百万円、無形固定資産13百万円であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定し

ております。また、使用価値の算定に当たっては、将来キャッシュ・フローを
2,0%で害J引 いて算定しております。

(2)当社は平成17年 9月 に株式会社東京三菱銀行 (現株式会社三菱東京UF」銀行)を
アレンジャーとするシンジケー トローン梨約 (当連結会計年度末タームローン残

高10,665百 万円)を締結しておりましたが、平成22年 3月 に同行をアレンジャー
とするシンジケー トローン契約を総額10,150百 万円にて再締結しております (実

行日は平成22年 5月 31日 )。

当該シンジケー トローン契約には、新旧ともに財務制限条項が付されております
が、当連結会計年度に適用される財務制限条項は、従前の契約によるものであり、
その要旨は以下のとおりであります。

① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における従来の資本の
部の金額を、平成18年 3月 期においては30億円以上にそれぞれ維持し、平

成19年 3月 期以降の各期においては当該決算期の直前の決算期または平成
18年 3月 期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の

金額のいずれか大きい方の75%以上にそれぞれ維持すること。



② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続して経常損
失を計上しないこと。

③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー
計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオを、平成18年 3月 期において

は11.0以下に維持し、平成19年 3月 期以降の各決算期においては15,0以下
にそれぞれ維持すること。

④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレス ト・カバレッジ・レシオ
(当該損益計算書における「営業利益」の金額を「支払利息」の金額で除
した数値をいう。)を、平成18年 3月 期においては2.0以上に維持し、平成
19年 3月 期以降の各期においては1.3以上にそれぞれ維持すること。

⑤ 平成19年 3月 期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続
して当期純損失を計上しないこと。

なお、平成22年 3月 に再締結したシンジケー トローン契約では、財務制限条項の

修正が行われております。新しい財務制限条項の要旨は以下のとおりであります。

① 平成23年 3月 期以降の各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表
における純資産の部の金額を、章該決算期の直前の決算期または平成21年

3月 期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における純資産の部の金

額のいずれか大きい方の75%以上にそれぞれ維持すること。
② 平成23年 3月 期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続
して経常損失を計上しないこと。

③ 平成23年 3月 期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続
して当期純損失を計上しないこと。

④ 平成23年 3月 期以降の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシ
ュ・フロー計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオを15.0以下にそれ

ぞれ維持すること。

上記、財務制限条項については、会計基準の変更があった場合には、当該変更
による影響について全当事者で協議することとなっております。



貸 借 対 照 表

(平成22年 3月 31日 現在)

目科 額金 科 目 額金

流

(資 産 の 部 )

動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工事未 収入 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

信 託 受 益 権

貸 倒 引 当 金
定 資 産
有形 固定資産

建 物 。 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 。備 品

建 設 仮 勘 定

無形 固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

そ   の   他
貸 倒 引 当 金

金掛士π

他

固

地土

百万円

33:174

458

761

11,817

7,518

32

5,115

322

4,378

1,097

1,688

120

∠ゝ   137

16,759

15!803

2,038

1,516

75

12,142

31

74

881

248

163

42

858

446

∠＼  878

部 )

形

金

金

手

払未

掛

の

債

(負

流 動
支

工

買

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

完成工事補償引当企

工 事 損 失 引 当 金

賞 与 弓1 当 金

営 業 外 支 払 手 形

定 負 債
退 職 給 付 引 当 金

債

負

払

事

固

他

他そ

百万円

38,503

8,917

9,162

4,525

11,029

109

2,989

243

236

384

7

897

3,482

3,462

19

負 債 合 計 41,986

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本

資  本  金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の他 資 本剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の他 利 益剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

7,934

2,000

1,550

500

1,050

4,403

4,403

4,403

△   19
12

12

純 資 産 合 計 7,947

資 産 合 計 49!933 負債純資産合計 49,933

(注)金額は百万円未満を切 り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書

(辛践う歩辱台月乱目蜜ネ)
目科 額金

高

一局
　
　
価

価

高

事

上

価

原

原

事

上

工

売

原

工

売

上

成

品

生

成

品

完

製

　

一万
製

益

益

　

益

　

金

料

息

他

　

息

完

製

売

営

　

受

土

受

そ

　

支

損

損

額

失

費

他

益

税

益

他

益

　

益

額

益

益

他

却
却
入
　
去
　
利
球
‐

却

入

却

算

利

益

売

戻

売

　

　

失

売

除

繰

損

一

金

式

清

　

　

産

産

金

　

・

の
　

利

産

畢

株

社

の

損

資

資

脳

損

一

常

　

資

引

社

　

　

　

　

　

号

別

定

円

〈
芸
△
ボ
　

別

定

定

倒

　

．

固

固

貸

減

固

そ

税

法

当

そ

経

　

固

貸

子

子

そ

一冗

一冗

士冗

販

営

営

特

特

百万円

50,181

20,741

百万円

70,922

62,689

46,301

16,388

3,879

4,353 8,233

4,297

14

19

36

14

3,936

85

458

285

123

49

4

8

6

2

2

3,563

24

６９
色
つ
０

1

38

29

203

50

3

3,260

30

3,230

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書

(雪:ぼi9う fヨ告月乱目蜜ネ)
(単位 :百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合  計本

金備
資
準

その他
資 本
剰余金

本
金
計
余
資
剰
合

そ の 他
利驀茉!余企

盃
金跡余

繰
剰

益
金
計
余
利
剰
合

平成21年 3月 31日残高 2,000 500 1,050 1,550 11173 1.173 △ 18 4,705

事業年度中の変動額

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額 (純額)

△ 0 △ 0

3,230 3,230

０

　

　

０

△

3,280

△0

0

事業年度中の変動額合計 △ 0 △ 0 3,230 31230 ∠＼0 3,229

平成22年 3月 31日残高 2,000 500 1,050 1,550 4,403 4,403 △ 19 7,934

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成21年 3月 31日残高 10 10 4,715

事業年度中の変動額

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額 (純額)

3,230

∠【0

0

1

事業年度中の変動額合計 1 1 3,231

平成22年 3月 31日残高 ９

々

つ
ね 7,947

(注)金額は百万円未満を切 り捨てて表示 しております。



個 別 注 記 表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの 一 決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

時価のないもの 一 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産及び未成工事支出金 … 個別法による原価法 (貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)

材料貯蔵品 … 移動平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)

(3)固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によつております。ただし、平
成10年 4月 1日 以後の新規取得の建物 (建物附属設備を除く)については、
定額法によつております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ・ 構 築 物 … 7～ 50年

機 械 。運 搬 具 … 5～ 7年
② 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によつております。
なお、自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、社内における利用可

能期間 (5年)に基づく定額法によつております。
③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成20年 3月 31日 以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によつております。

(4)引 当金の計上基準
① 貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 完成工事補償引当金は、完成工事のかし担保等の費用に充てるため、当事
業年度及び過年度の実績率を基礎に将来の支出見込みを勘案して計上して

おります。

③ 工事損失引当金は、工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末
における工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。

④ 賞与引当金は、当期の負担すべき支給見込額を計上しております。
⑤ 退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異 (1,769百万円)に
ついては、15年による按分額を費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数 (13年)による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数 (10年 )に よる定額法によりそれぞれ翌期から費用処理しておりま
す。



<会計方針の変更>
当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正 (その 3)」 (企
業会計基準第19号 平成20年 7月 31日 )を適用しております。
なお、これによる損益に与える影響はありません。

(5)収益及び費用の計上基準
(完成工事高の計上基準)

当事業年度に着手した工事契約から当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事については工事進行基準 (工事の進捗度の

見積 りは、施正面積等に基づく予算原価比例法)を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しております。
<会計方針の変更>
請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し
ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」 (企業会計基準第15号 平
成19年 12月 27日 )及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」 (企業会
計基準適用指針第18号 平成19年 12月 27日 )を 当事業年度より適用してお
ります。
なお、当事業年度においては工事進行基準の適用要件を満たす工事契約が

存在しないため、損益に与える影響はありません。
(6)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
② 連結納税制度を適用しております。

の
る 貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償去「累計額
(2)担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産  建

土

② 担保に係る債務     短 期 借 入
保証債務

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権
② 長期金銭債権
③ 短期金銭債務

売上高

仕入高

② 営業取引以外の取引による取引高

4.株主資本等変動計算書に関する注記
(1)当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式

３

　

４

17,414百万円

物      739百 万円
地     9,548百 万円
金    10,665百 万円

5百万円

1,752百万円
155百万円
804百万円

4,030百 万円
1,150百万円
48百万円

(5)破産更生債権等と貸倒引当金の直接減額表示
債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該引
当金 (当事業年度末21,761百万円)を債権から直接減額しております。

3.損益計算書に関する注記
(1)関係会社との取引高
① 営業取引による取引高

196,979株



5. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金

退職給付引当金

長期販売用会員権評価損

投資有価証券評価損
ゴルフ会員権評価損

子会社株式評価損

減損損失

賞与引当金

繰越欠損金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額

繰延税金負債合計

関連当事者との取引に関する注記

(1)子会社及び関連会社等

1,635百万円
1,409百万円
223百万円
121百万円
172百万円
5,339百 万円
950百万円
156百 万円

2,838百万円
364百万円

13,212百 万円
△13,212百 万円

1百万円

1百万円

6.

(単位 :百万円)

属性
会社等
の名称

議決権等の

所有 (被所

有)割合

関連当事者

との関係

取引の

内容
取引金額 科 目 期末残高

子会社 新世紀工業い
(所有 )

直接 100%

役員の兼任

舗装資材の

販売

製品売上高 1,513 売掛金 1,106

取引条件及び取引条件の決定方針等
① 舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案した上で販売単価
を決定しております。

② 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

(2)兄弟会社等

(単位 :百万円)

属性
会社等
の名称

議決権等の

所有 (被所

有)割合

関連当事者

との関係

取引の

内容
取引金額 科 目 期末残高

その他の

関係会社
の子会社

東急ファイナンスアン

ドアカウンティン刀棚

運転資金の

貸借

資金の貸付

受取不1息

4,141

0
短期貸付金 4,141

引条件及び取引条件の決惹方併等

資金管理を東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメン トシス
テムに係るものであり期末残高を記載しております。
利率については、市場金利を勘案 して合理的に決定しております。

取

①

　

②



7.1株 当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益

△7円 40銭

22円 11衰表

1株当たり純資産額は、期末純資産額から優先株式の払込金額8,900百 万円を控除し
た、普通株式に係る期末純資産額を普通株式の期末発行済株式数 (自 己株式を控除し
た株式数)で除して算出しております。

その他の注記

(1)減損損失に関する注記
以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。

(単位 :百万円)

用 途 種 類 場 所 金 額

事業用資産 建物・構築物、機械・運搬具、工具器具・備品、土地等 神奈川県他

当社は、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立した
キャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行い

ました。営業損益が継続的にマイナスになるなど、当事業年度において収益性
が著しく低下した資産または資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額203百万円を減損損失として特別損失に計上しており
ます。その内訳は、建物・構築物86百万円、機械・運搬具、工具器具・備品43

百万円、土地60百万円、無形固定資産12百万円であります。
なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定し
ております。また、使用価値の算定に当たっては、将来キャッシュ・フローを
2.0%で割引いて算定しております。

(2)当社は平成17年 9月 に株式会社東京三菱銀行 (現株式会社三菱東京UFJ銀行)を
アレンジャーとするシンジケー トローン契約 (当 事業年度末タームローン残高
10,665百万円)を締結しておりましたが、平成22年 3月 に同行をアレンジャーと
するシンジケー トローン契約を総額10,150百 万円にて再締結しております (実行
日は平成22年 5月 31日 )。
当該シンジケー トローン契約には、新旧ともに財務制限条項が付されております
が、当事業年度に適用される財務制限条項は、従前の契約によるものであり、そ
の要旨は以下のとおりであります。

① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における従来の資本の
部の金額を、平成18年 3月 期においては30億円以上にそれぞれ維持し、平
成19年 3月 期以降の各期においては当該決算期の直前の決算期または平成
18年 3月 期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の

金額のいずれか大きい方の75%以上にそれぞれ維持すること。
② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続して経常損
失を計上しないこと。

③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャンシユ・フロ~
計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオを、平成18年 3月 期において
は11.0以下に維持し、平成19年 3月 期以降の各決算期においては15,0以下
にそれぞれ維持すること。

④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレス ト・カバレッジ・レシオ
(当該損益計算書における「営業利益」の金額を「支払利虐、」の金額で除
した数値をいう。)を、平成18年 3月 期においては2.0以上に維持し、平成
19年 3月 期以降の各期においては1.3以上にそれぞれ維持すること。

⑤ 平成19年 3月 期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続
して当期純損失を計上しないこと



なお、平成22年 3月 に再締結したシンジケー トローン契約では、財務制限条項の

修正が行われております。新しい財務制限条項の要旨は以下のとおりであります。
① 平成23年 3月 期以降の各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表
における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期または平成21年
3月 期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における純資産の部の金

額のいずれか大きい方の75%以上にそれぞれ維持すること。
② 平成23年 3月 期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続
して経常損失を計上しないこと。

③ 平成23年 3月 期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、 2期連続
して当期純損失を計上しないこと。

④ 平成23年 3月 期以降の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシ
ュ・フロー計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオを15.0以下にそれ
ぞれ維持すること。

上記、財務制限条項については、会計基準の変更があった場合には、当該変更
による影響について全当事者で協議することとなっております。


